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1．G20に向けた取組みの方向性
1.1　はじめに

　G20とは、もともとは財務大臣中央銀行の総裁会議とい
う枠組みであった。これが2008年のリーマンショック等の
世界経済危機を契機として、G7サミットと同様にG20でもサ
ミット首脳会議が形成された。それ以降、サミットができる
と、それに関連して様々な分野ごとの大臣会合ができてく
るという形で進んできている。我々の立場としては、G7に
おいてコンセンサスを得た内容を踏まえ、それをより大きな

枠組みの中で、G7的な価値観を世界に広めていくフォーラ
ムとして活動している。G20は、経済圏としては世界全体
のGDPの約85％を占め、非常に重要な枠組みであると考え
ている。（図1）

1.2　G7/G20における議論の経緯

　G7やG20の枠組みの中で、総務省が関与しているICT、
デジタル、といった情報通信に関係する大臣会合というのは、
必ずしも歴史が長くはない。1995年、ブラッセルで情報通
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■図1．G7とG20

■図2．G7/G20における議論の経緯
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信大臣会合があり、そのあとずっと中断していた。2016年、
香川高松で、情報通信大臣会合が開催され、その後2017年
にはイタリアのトリノ、2018年はカナダのモントリオール（イノ
ベーション大臣会合）という形で続いてきている。
　一方で、G20のデジタル経済大臣会合というのは、2017年
のドイツが最初で、2018年8月にはアルゼンチンのサルタで
開催され、2019年6月には日本のつくばで開催することに
なっている。（図2）
　1995年〜2017年の情報社会の進展、2015年以降のデジ
タル化の進展、そしてデジタル社会・Society 5.0の実現と
いう流れの中で、1995年2月、G7世界情報社会大臣会合
が開かれた。情報の自由な流通、また最近ではAIという
ものが、G7のデジタルの主たる大臣会合の中では重要な
テーマとして取り上げられてきている。
　一方、G20では、2017年4月、ドイツでデジタル化のロー
ドマップが議論され、それを踏まえる形で、2018年8月に
はアルゼンチンで開催された。さらに、それを踏まえて
2019年に日本（つくば）で開催される（2019年6月8日、9日
の両日、つくば国際会議場）。

1.3　G20茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合

　今回、「茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合」とい
う形で、貿易大臣会合とデジタル経済大臣会合をセットで
G20を開催する。貿易というのは非常にフィジカルな世界、
それに対してデジタル経済というのはかなりバーチャルな世
界で、この両方の、非常に大きなフィールドを融合してシナ
ジェティックな効果を出せるのではないかという発想からで

ある。とはいえ、両者はだいぶ性格の違うものでもあるので、
恐らくトラックとしては、初日にデジタル経済を中心に、2日
目に貿易を中心に、そしてジョイントの会合をどこかに設け
る、というような運営方針になるのではないかと思ってい
る。ちなみに、貿易のパートは外務省と経済産業省が中心
に、デジタル経済大臣の方は総務省と経済産業省が中心
になり、外務、総務、経済産業の三省が協力をして運営す
るという形になっている。
　これはもちろん政府の会合ではあるが、これを機会に
様々な展示等をして、日本の最先端のICT技術を、世界の
参加者にアピールしていただきたいと思っている。（図3）
　2019年全体としては、6月28、29日にG20のサミットが大
阪で開かれる。同月の8、9日に貿易・デジタル経済大臣会合、
それ以外にも7つの大臣会合が開催されることになってい
る。様々な事情でサミットが1年の真ん中にセットされてい
るので、サミット後に開催される大臣会合も相当あるが、
幸いなことに、貿易・デジタル経済大臣会合はサミットの
前に開催されるので、我々の大臣会合のアウトプットをサ
ミットの首脳宣言に入れ込んでいくという形で取り組んでい
きたいと思っている。
　何を議論するのかについては、2018年8月のデジタル経
済大臣会合で行われた大臣宣言で、デジタルガバメント、
デジタルにおけるジェンダー格差の解消、デジタル経済の
計測、開発のためのデジタルインフラの促進、革新的技術
等が重要だとのコンセンサスができている。特にジェンダー
というのは、日本が苦手な分野であるのだが、国際的には
非常に重視されている。デジタルの部分において、ジェンダー

■図3．G20茨城つくば貿易・デジタル経済大臣会合の開催について



ITUジャーナル　Vol. 49　No. 5（2019, 5）34

にとどまらず、様々な格差を解消していくことが重要だと多
くの国で言われている。開発のためのデジタルインフラの
促進については、日本としては、情報通信分野も含めて質
の高いインフラ促進展開ということを、国の全体の方針とし
て掲げている。当然、橋とかダムとかあるいは鉄道といっ
たように非常にハードな部分もあるが、デジタルの部分を
含めたデジタルインフラの促進を訴えている。図4のウとエ
が難しい分野ではあるが、今回のアルゼンチンの大臣会合
のアウトプットとしては、これを入れることができた。

1.4　G20に向けた課題

　次のG20、2019年のつくばの会合に向けての重要なトピッ
クは、デジタル経済の計測、デジタル政府の推進、デジタ

ルインフラ構築の促進、SDGsを実現するためのデジタル化
の情報共有、AI、サイバーセキュリティといった項目である。
2019年も議論して欲しいことが、2018年8月のデジタル経済
大臣会合で大臣の宣言に盛り込まれている。あくまでもこれ
は、この時点での大臣宣言なので、必ずしもこれに完全に
縛られるものではない。我々が今、経済産業省と協力し、
既に、どのように6月にアジェンダを設定していくのかという
ことについて議論を始め、内 、々いろいろな主要各国のカウ
ンターパートナーとも意見交換をしているという状況である。
　図5は現時点でのテンタティブなものである。必ずしも経
済産業省とも完全に意見が整理されているわけではなく、
また主要国とも完全に一致できているものでもないが、我々
としては、こういう方向で取り組むのが良いのではないかと
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■図5．G20に向けた課題（取組みの方向性）

■図4．G20デジタル経済大臣会合（アルゼンチン、2018年8月）の大臣宣言
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現時点では考えている。
①デジタル化によるSDGsの実現

　G20で共有できる目標を設定するためには、国連加盟
国が共通目標として掲げているSDGsを、G20の場でも大
方針として改めて確認することが必要である。SDGsの17
の項目の全てに対して、ICTが貢献できるというわけで
はないのかもしれないが、そのいくつかについてはICT、
あるいはIoTといったものが、非常に大きく貢献できるの
ではないか、というのが、基本的な発想である。
②デジタルインフラ整備の推進

　このSDGsは、2025年までに世界中の全ての人に対し
て、ネットアクセスを実現するという内容であるが、その
ためには改めてインフラが重要だと訴えていくことが必要
なのではないか。
③情報の自由な流通とデータ利活用の推進

　データ利活用の推進というのは経済の促進のためには
非常に重要だが、情報の自由な流通、データの自由な流
通というものをどのように図っていけばよいのか。例えば
先進国の間でも、EUのGDPR、これは個人情報のプラ
イバシー保護という面もあるが、一種のデータの流通の
制限であること自体は間違いない。しかし個人情報、プ
ライバシーの保護といったひとつの重要な価値観を実現
するためには、一定の制約というのはあり得るのではな
いか、ということで、そのような枠組みができている。
原理原則としての情報の自由な流通ということを掲げつ
つ、どこまでどのような条件を付すことを認めていくか。
　一方で、特定の国の中には、国内のデータを自分たち
で抱え込む（外に出さない）が、海外のものはどんどん
集めるという国もある。そこに、例えば貿易的な相互主
義原則というものを持ち込むという発想もあるわけだが、
相互主義原則を持ち込むと、いわゆるブロック経済的な
価値につながっていく。そうすると、データの世界、情
報通信の世界で、そのようなブロック経済的な方法を長
い間促進するようなことをしていいのか、といった様々な
難しい問題が生じる。各国とどこまでどういう風にコンセ
ンサスできるのか、が課題である。
④AIの利活用の推進と環境整備

　AIというのは今後の経済成長に重要なので、基本的
にはポジティブに使うべきでは、というのが日本の基本
的な立場である。例えば、雇用についての影響を懸念す
る声がヨーロッパに強くある。もちろん、雇用状況が日
本とヨーロッパでは全然違うので無理もない部分もある

が、いろいろな課題を解決しつつ、それをポジティブに、
人間の役に立つような形でAIを使っていくという方向性
を出していく必要があるのではないかと思われる。ユネ
スコもITUも、いろいろな国際機関もAIについての議論
をしようとしている。全ての国にとって関係のある話なの
で、それ自体悪いことではないと思うのだが、それぞれ
の国の社会環境、経済状環境があまりにも異なっている
ので、一気に200か国に広げて議論するのが生産的であ
るかということについては若干の疑問を持っている。
　G7ではこれまで結構議論してきたが、G20の場ではあ
まり議論していない。そこで、まずはG20ないしはOECD
というような、G7より少し枠を広げ、国としては限定された
主要国といったような枠組みで議論をフォーカスしていく
というのが生産的ではないかと、現時点では考えている。
⑤サイバーセキュリティの強化

　サイバーセキュリティの問題が難しいのは、これがナ
ショナルセキュリティの問題と密接に深く結びついている
ところがあることだ。我々がやるのはあくまでもデジタル
経済大臣会合ということなので、あまりインテリジェンス
方面の話に流れてしまうと、そもそもこういう経済大臣会
合という枠組みでは議論ができず、成り立たない。サイ
バーセキュリティの話については、どこまでどういう風に、
経済大臣会合の視点で議論するのかという限定が多少
必要になってくるのかと思う。
⑥デジタルにおけるジェンダー格差の改善

　日本はこの分野において世界の劣等生なので、これを
機会に、議長国としてどのようにやっていくのか、日本の
社会においても、もう少し真剣に改善に取り組んでいか
なければいけない、ということを促進するひとつの契機
になればよいと考えている。

　以上のようなことを、政府内でも、主要国との間で議論を
始めているところである。各国の方 と々話をしても、SDGs
を抱えていくのはよいのではないかと、概ね違和感なく受け
止めていただいているというのが、現在の状況である。

2．デジタル変革時代のICTグローバル
戦略懇談会について

2.1　ICTグローバル戦略の必要性

　G20を前に、総務省としてもICTのグローバル戦略につ
いて議論する大臣の懇談会を立ち上げた。日本が抱える課
題というのは、言うまでもなく人口減少が一番中心で、そ
れに伴って様々な問題が出てくる。人口減少というのはか
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なり日本特有な部分があるが、それに伴って生ずる様々な
課題については、世界と日本で共通しているものがたくさ
んある。日本はよく課題先進国といわれるが、ICTによる
社会課題解決、さらにイノベーション創出のため、官民挙
げてSociety5.0の実現に向けて取り組んでいる。これは、
若干抽象的ではあるが、サイバー空間とフィジカル空間を
ソフィスティケイテッドに融合して、人間中心の社会を作っ
ていこうという取組みである。それと、国連の掲げる世界
共通の目標であるSDGsの達成は、実はオーバーラップして
いることがたくさんある。
　SDGsの実現は、海外では企業活動のCSR的に捉えられ
ている部分が多いが、多分それでは駄目だと思う。それを
すること自体が各企業においてきちんとビジネスにつなが
り、世界に課題の解決を提示し、財やサービスを売り込む
ことが国際貢献になると同時に、当該企業のビジネスとし
てきちんと成立していく、ということにならないと、サステ
イナブルな形での活動にはつながらない。そういう点も提
示していければよいと思っている。（図6）
　検討の方向としては、まず大きく技術的な視点と海外展
開の視点に分ける。いろいろな課題解決をしていくためには、
やはり世界最先端のICTの技術の研究開発をしっかりやっ
ていかなければならない。遅れをとっている点も多 あ々るの
だが、選択と集中で、分野を絞って世界最先端を走り続け
るような形にしなければいけない。重要なのは、研究開発
のための研究開発ではなく、社会実装をきちんとするという
こと。この技術が社会課題解決のために役に立つというこ
とをしっかりと訴えていかなければいけない。そういうことを

盛った上で、海外へ展開していく必要があると思っている。
　情報通信の世界というのは、基本的にはネットの世界で
全部がつながっているという世界である。G20自体はガバメ
ントのフォーラムではあるが、単にガバメントだけが相談し
て物事を進めればいいのではなく、プライベートセクターの
皆さんと意見交換をしながら、ことを進めていくというマル
チステークホルダープロセスというのが、極めて重要である
と思っている。
※本記事は、2018年12月17日開催の第47回ITUクラブ総会で

の講演をリライトしたものです。（責任編集：日本ITU協会）

■表．デジタル変革時代のICTグローバル戦略懇談会構成員一覧
（敬称略）

■図6．ICTグローバル戦略の必要性




